
（注意） （注意）
１．・２． （略） １．・２． （略）
３．第二面関係 ３．第二面関係
～ （略） ～ （略）
 建築物の敷地が建築基準法第53条第２項若しくは同法第57条の５第２項に該当する場合又
は建築物が同法第53条第３項、第６項、第７項若しくは第８項


に該当する場合においては、

７欄の「ト」に、同条第２項、第３項、第６項、第７項又は第８項


の規定に基づき定められ
る当該建築物の建蔽率を記入してください。

 建築物の敷地が建築基準法第53条第２項若しくは同法第57条の５第２項に該当する場合又
は建築物が同法第53条第３項、第５項若しくは第６項


に該当する場合においては、７欄の「ト」

に、同条第２項、第３項、第５項又は第６項


の規定に基づき定められる当該建築物の建蔽率
を記入してください。

～ （略） ～ （略）
４．・５． （略） ４．・５． （略）
６．第五面関係 ６．第五面関係
～ （略） ～ （略）


５欄は、「耐火構造」、「建築基準法施行令第108条の３第１項第１号イ及びロに掲げる基準に
適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ１）」（建
築基準法施行令第109条の３第１号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。）又は
「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造（ロ２）」（同条第２号に掲げる基準に適合
する主要構造部の構造をいう。）のうち該当するチェックボックス全てに「レ」マークを入れ
てください。なお、「準耐火構造」に該当する場合においては、準耐火時間（主要構造部に要
求される時間をいう。）を併せて記入してください。



５欄は、「耐火建築物」、「準耐火建築物（イ１）」（建築基準法第２条第９号の３イに規定す
る準耐火建築物で、同法施行令第129条の２の３第１項第１号ロに掲げる技術的基準に適合
するものをいう。）、「準耐火建築物（イ２）」（同法第２条第９号の３イに規定する準耐火建
築物（準耐火建築物（イ１）に該当するものを除く。）をいう。）、「準耐火建築物（ロ１）」
（同法施行令第109条の３第１号に掲げる技術的基準に適合する準耐火建築物をいう。）、「準
耐火建築物（ロ２）」（同条第２号に掲げる技術的基準に適合する準耐火建築物をいう。）、「耐
火構造建築物」（同法第27条第１項の規定に適合する特殊建築物（特定避難時間倒壊等防止建
築物を除く。）をいう。）、「特定避難時間倒壊等防止建築物」又は「その他」のうち該当する
チェックボックス全てに「レ」マークを入れてください。



６欄は、「建築基準法施行令第109条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法
第21条第１項ただし書に該当する建築物」又は「建築基準法施行令第110条第１号に掲げる
基準に適合する構造」のうち該当するチェックボックス全てに「レ」マークを入れてくださ
い。また、「建築基準法施行令第109条の５第１号に掲げる基準に適合する構造」又は「建築
基準法施行令第110条第１号に掲げる基準に適合する構造」に該当する場合においては、５
欄の「準耐火構造」のチェックボックスにも「レ」マークを入れてください。

（新設）




７欄は、「延焼防止建築物」（建築基準法施行令第136条の２第１号ロに掲げる基準に適合す
る建築物をいう。）、「準延焼防止建築物」（同条第２号ロに掲げる基準に適合する建築物をい
う。）又は「その他」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。

（新設）



９欄

の「ハ」は、建築基準法施行令第２条第１項第８号により階数に算入されない建築物

の部分のうち昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分の階の数を
記入してください。



７欄

の「ハ」は、建築基準法施行令第２条第１項第８号により階数に算入されない建築物

の部分のうち昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分の階の数を
記入してください。



９欄

の「ニ」は、建築基準法施行令第２条第１項第８号により階数に算入されない建築物

の部分のうち地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分の階の数を記入してく
ださい。



７欄

の「ニ」は、建築基準法施行令第２条第１項第８号により階数に算入されない建築物

の部分のうち地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分の階の数を記入してく
ださい。



11欄

は、別紙にその概要を記載して添えてください。ただし、当該建築設備が特定の建築

基準関係規定に適合していることを証する書面を添える場合には、当該建築基準関係規定に
係る内容を概要として記載する必要はありません。



９欄

は、別紙にその概要を記載して添えてください。ただし、当該建築設備が特定の建築

基準関係規定に適合していることを証する書面を添える場合には、当該建築基準関係規定に
係る内容を概要として記載する必要はありません。
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